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夫婦・共働き

【収入比 3:1】

抑制幽幽園園陸|-入所得寵穫量ぴ祉会偏緯蝿@

(夫婦・共働者(給与所得者)世帯(平Eもなし1)
【夫婦の収入比3:1】

-入所得標棋の実効種$の権移

(安婦・共働安(給与所得者)世帯(平苫もなし1)
【夫婦の収入比3:1】

(実効税率}
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【平成6年税制改革後】
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【平成6年説制改革後】

平成7年分

(平成7年度分)
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平成6年分
{平成6年度分)

¥ 
【消費税創設前】

昭和61年分

{昭和62年度分)

¥ 

20~ 
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:(参考)社会保険料率(協会健保 ・厚生年金等)の推移 :
E 昭和61年 平成6年 平成26年 ! 
L 8.95% 吟 9.600é>キ I~.JI~~!_ __1 

0% 
o 

協

O 2，000 
世帯収入{万円l

(注)1.世帯収入は夫妻の収入比を3:1として計算している。

2.平成7年(平成7年度)分は特別減税前の実効税率である。平成26年分は復興特別所得税を加味して計算している。
3.社会保険料は各年1月に適用される被用者の全国健康保険協会管掌健康保険(平成26年分は全国平均保険料率)・介護保険・厚生年金保険・雇用保険に係る保険科率を用い

て計算している。算出の前提として、給与所得者の収入が100万円以上であるお号合にはその者に協会健保・厚生年金等が適用されるものとしている。国民健康保険料は4方式か

っl日ただし書き方式採用の市町村の平均保険料を用いて計算している。

" 500 '，000 500 2， 000 
世帯収入{万円l

" 500 1，000 500 
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夫婦・共働き

【収入比 3:2】

率担負
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金俸制..  蹴 面面白園ーi-入所得... ua， 

(夫婦・共働者(給与所得者)世帯(子どもなし1)
【夫婦の収入比3:2】

.入所得..の実効観車の推穆

(夫婦・共働者(給与所得者)世帯{平苫もなし1)

【夫婦の収入比3:2]
(実効税率)

40~ 

29.6 

;(参考)社会保険斜率(協会健保 ・厚生年金等)の権移 :
' 昭和61年 平成6年 平成26年 ! 
L 895% キ 9.600b ::::) 14.92% I 

【消費税創設後】
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(平成6年度分)
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※かっこ書きは個人住民税.
昭和62年9月の改正は昭和62年分の所得税と
昭和63年度分の個人住民税から適用され、
平成6年11月の改正は平成7年分の所得税と
平成7年度分の個人住民税から適用されている.

【平成6年税制改革後】

平成7年分

(平成7年度分)

/ 
..". 

【消費税創設後】

平成6年分
{平成6年度分)

¥ ，〆

【消費説創設前】

昭和61年分

(昭和62年度分)
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世帯収入{万円)

{注)1.世帯収入は夫妻の収入比を3:2として計算している。

2.平成7年(平成7年度)分は特別減税前の実効税率である。平成26年分は復興特別所得税を加味して計算している。

3.社会保険料は各年1月に適用される彼用者の全国健康保険協会管掌健康保険(平成26年分は全国平均保険料率)・介護保険・厚生年金保険・雇用保険に係る保険料率を用い

て計算している。算出の前提として、給与所得者の収入が100万円以上である場合にはその者に協会健保・厚生年金等が適用されるものとしている。国民健康保険料は4方式か

っl日ただし書き方式採用の市町村の平均保険料を用いて計算している。

1.500 1. 000 500 2. 000 
世帯収入防円)

1. 500 1. 000 500 
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夫婦子2人・片働き

告白竺号鵠偏詰 孟彊展望臨|-入所得語種ao韓
(夫婦平2人(片働者)の給与所得者)

38. 0 国民健康保険・国民年金
{減免制度適用なし}の場合

(負担率)

40~ r 

【消費税創設前】

昭和61年分

三(昭和62年度分}

個人所得謀視の実効種率の推移

(安婦平2人(片働者)の給与所得者)
(実効税率)
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【平成6年税制改革後】

平成7年分

(平成7年度分)

【消費税創設後】

平成6年分

{平成6年度分)

【消費税創設前】

昭和61年分

(昭和62年度分)

30!C 

20" 

:(持)社会保険料率{協会健保・厚生年金等)の推移 :
t 昭和61年 平成6年 平成26年 ! 
L 8.95% 当 9.60匂=争 1~..n~ ___;

10" 

※かっこ書きは個人住民税.
昭和62年9月の改正は昭和62年分の所得税と
昭和63年度分の個人住民税から適用され、
平成6年11月の改正は平成7年分の所得貌と
平成7年度分の個人住民税から適用されている.

10l 

0" 
2.000 0 

給与収入 {万円}

O!C 
0 2. 000 

給与収入{万円}

1.500 1. 000 500 1.500 1.000 500 

(注)1.子のうち1人は特定扶養控除の対象、 1人は一般扶養俊除の対象であるものとして計算している。
2.平成7年(平成7年度)分は特別減税前の実効税率である。平成26年分は復興特別所得税を加味して計算している.

3.社会保険料は各年1月に適用される被用者の全国健康保険也会管掌健康保険(平成26年分は全国平均保険料率)・介護保険・厚生年金保険・雇用保険に係る保険料率を用い

て計算している。算出の前提として、給与所得者の収入が100万円以上である場合にはその者に協会健保・厚生年金等が適用されるものとしている。国民健康保険料は4方式か

っ1日ただし書き方式採用の市町村の平均保険料を用いて計算してb泊。
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個人所得震説の実効税率の推移

夫婦子2人・共働き

【収入比 3:1】

{実効税率}

40l 

(夫婦平2人・共働き(給与所得者)世帯)

【夫婦の収入比3:1】 {負担率)
40~ r 

30" 

20% 

10" 

O~ 
o 

※かっこ奮さは信人住民税.
昭和62年9月の改正は昭和62年分の所得税と
昭和63年度分の個人住民税から適用され、
平成6年11月の改正は平成7年分の所得税と
平成7年度分の個人住民説から適用されている.

【平成6年税制改革後】

平成7年分

(平成7年度分)

30X 

23.9 

9.9 20% 

【消費税創設前】

昭和61年分

(昭和62年度分)

¥ 

500 

/ 

1，000 

/ 
.." 

1，500 2，000 
世帯収入{万円}

10% 

0% 
o 

【消費税創設前】

昭和61年分

(昭和62年度分}

500 

平成26年分
(平成27年度分)

協会健保・厚生年金等
に係る保険料率を前提

~l 
_， ....-

【平成6年税制改革後】

平成7年分

(平成7年度分)

30.2 

，〆 24.9

:(桝}社会保険榊{協会健保・厚生年金等}の推移 E

t 昭和61年 平成6年 平成26年 ! 
L 8.95%#160%#1492% i 

1， 000 1，500 2，000 
世帯収入{万円l

(注)1.世帯収入は夫妻の収入比を3:1として計算している。
2.子のうち1人は特定扶養控除の対象、 1人は一般扶養控除の対象であるものとして計算している。

3.平成7年(平成7年度)分は特別減税前の実効税率である。平成26年分は復興特別所得税を加味して計算している。

4.社会保険料は各年1月に適用される絞用者の全国健康保険協会管掌健康保険(平成26年分は全国平均保険料率)・介護保険・厚生年金保険・雇用保険に係る保険料率を用い

て計算している。算出の前提として、給与所得者の収入が100万円以上である場合にはその者に協会健保・厚生年金等が適用されるものとしている。国民健康保険料は4方式か

っ旧ただし書き方式採用の市町村の平均保険料を用いて計算しているの
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個人所得謀説の実効税率の推移 個人所得諜模及び位全保融軒@喪融負J

夫婦子2人・共働き
【収入比 3:2]

(実効税率}

40~ 

(夫婦子2人・共働き(給与所得者)世帯)

【夫婦の収入比3:2】 {負担率)

40~ r 

(夫婦干2人・共働舎(給与所得者)世帯)

【夫婦の収入比3:2】

30~ 

20% 

10% 

O~ 
o 

※かっこ書きは個人住民税.
昭和62年9月の改正は昭和62年分の所得設と
昭和63年度分の個人住民税から適用され、
平成6年11月の改正は平成7年分の所得税と
平成7年度分の個人住民緩から適用されている.

30% 
【平成6年税制改革後】

平成7年分

【消費税創設前】

昭和61年分

(昭和62年度分)

¥ 
500 

【消費税創設後】

平成6年分

(平成 6年度分)

1. 000 

(平成7年度分)

1 
平成26年分

20.9 
20% 

6. & 

10% 

{平成27年度分)

1. 500 2， 000 
世帯収入(万円)

O~ 
o 

【消費税創設後】

乎成6年分
(平成6年度分)

国民健康保険・園長年金
{減免制度適用)の場合

平成26年分
(平成27年度分)

¥ 

({鰐)社会保険科率(協会健保・厚生年金等)の推移 '
Z 昭和61年 平成6年 平成26年 ! 
L 8- 95% 今 9.60% キ ~Jl~~ ___i

500 1，000 1. 500 2.000 
世帯収入防円l

(注)1.世帯収入は夫妻の収入比を3:2として計算している。

2.子のうち1人は特定扶養控除の対象、1人は一般扶養控除の対象であるものとして計算している。

3.平成7年(平成7年度)分は特別減税前の実効税率である。平成26年分は復興特別所得税を加味して計算している。

4.社会保険料は各年1月に適用される被用者の全国健康保険協会管掌健康保険(平成26年分は全国平均保険料率)・介護保険・厚生年金保険・雇用保険に係る保険料率を用い

て計算している。算出の前提として、給与所得者の収入が100万円以上である場合にはその者に協会健保・厚生年金等が適用されるものとしている。国民健康保険料は4方式か

っ旧ただし書き方式採用の市町村の平均保険料を用L、て計算している。
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第三個人所得課税の軽減

1 .基本的考え方

税制改革についての答申(抄)

〔;品;帝区] 

(3) すなわち、個人所得課税の負担の現状をみると、年収 600""700万円程度までの所得者層の税負担水準は既に相当低くなっ

ているが、他方、年収 700""800万円程度以上の中堅所得者層、とりわけし 000万円程度を超える所得者層については、収入

が増加しでも限界的な税負担が急上昇するために税引き後手取り収入があまり増えず、負担累増感が生じやすい状況をきたし

ている。

(中略)

性) このような現行の個人所得課税については、我が国における所得分布の状況が諸外国に比してはるかに平準化していること

を考えると、国際的にみて極めて強い累進課税とする必要があるのかといった問題がある。

とりわけ、収入が勤続年数等に応じて増加することの多いサラリーマンについて、ある程度の期間の経過とともに次第に中

堅所得者層に属するようになってくる場合、そこでの累進が強すぎると、働き盛りで収入も多いが支出も嵩むという生活実感

もあって、税負担の累増感が高まるおそれがある。

(中略)

(5) 以上を勘案すれば、個人所得課税については、中堅所得者層を中心とした所得階層において、できるだけ負担累増感が生じ

ることのないよう、税率構造の累進緩和を図ることが適当である。これにより、先般の抜本改革における個人所得課税の見直

しと相まって、中期的にみて全体として負担累増感の生じにくい安定的な税負担構造を構築することが可能になり、本格的な

高齢化を迎える我が国経済社会の活力を高めることにもつながるものと考える。また、このような見直しは、先般の抜本改革

以後の物価上昇に対応する負担調整にも資するものと考えられる。

なお、このような税率構造の累進緩和を図る一方で、今後とも、個人所得課税の課税ベースの拡大等の観点から、後述の特

別な人的控除を含めた各種の控除や特例措置のあり方についても、幅広い見直しを進めていく必要があると考える。
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再分配政策によるジニ係数の変化 7月31日説明資料

o 2000年前後以降、当初所得のジニ係数は紘大傾向にある一方、再分配所得のジニ係数はおおむね横ぽいとなっている。

0.54 

0.50 

0.46 

0.42 

0.38 
0.3749 

0.34 

0.30 
1967 1972 1975 1978 

団 里見

社会保障による再分配所得

ω791 0.3812 ~、勺ーーで17
0358403564/./ 

.*・ー.-.ー+""
"'、、4 ノ

\央331~ ・/
ザ

0.3143 

1981 1984 

0.3382 

1987 

r--h~Jとりみ三14 0J12 

1990 1993 1996 1999 2002 

社会保障による
再分配効果

0.4059 ~ .~~~ 0.4067 0.4023 
+-ーー-ー+-ー・・『ト-ー-. 

2005 2008 2011 

(年)
(備考)r当初所得J・・・雇用者所得、事業所得、.務所得、畜産所得、財産所得、家内労働所得及び縫収入並びに私的給付{仕送り、企業年金、退膿金、生命保険金等の合計額)の合計銭。

公的年金等生t会保障給付金は含まれていない.

『社会保障による再分配所得』・・・2002年までの数値Iま当初所得に現物給付、社会保障給付金を加え、社会保険料をひいたもの。 (2ω5年以降の数値Iま当初所得に社会保障給付金を加え、社会保険料をひいたもの.)

『算分配所得J..・当初所得から税金・社会保険料を鐙除し、社会保障給付{現金・現物)を加えたもの.

(出所)厚生労働省『所得再分配調査』。
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正規・非正規雇用者数の推移 9月3日説明資料

0 雇用者数が増加傾向にある中で、非正規雇用比率は上昇傾向にある。

0 近年の非正規雇用者数の増加のほとんどは、 60歳以上の男女と59歳以下の女性であるが、 15-59歳の男性でも増加。

(万人)
6000 ， 役員を除く雇用者 非正規の職員・従業員 (%) 非正規雇用増加の

(左軸) 割合(右軸) パ、J:，万v、40 要因分析(2004ーラ14年)

非正規の職員・従業員 、 ¥ ロ 1 河 町 [+398万人】

5000 ~ (左軸) 巨E E司 、
¥函 「 lI 「 344 1守12

OP R m |1||瑚111 1 12~:: : .17川 向 。3∞ 常
@ 

3000 20 
200 

15 
2000 3779 

10 
100 寸一 一 15-59自主

1000 (28%) 

5 
正規の職員・従業員(左軸) 11 11 111 

男15-59歳。 。 。 (11%) 

1984 1990 1995 2000 2005 2010 2014 (年)

(注1)2'∞1年以前Iま『労働力調査特湖沼査J.2'∞2年以降は『労働力調査詳細集計JIこより作成.なお.両者lま.調査方法，調査月などfJ{相違することから.時系列比綬には注意を要するJ労働力調査特

別調査』は各年2月の調査結果であり r労働力調査詳細集計Jは年平均値である。非正規雇用増加の要因分析は注崎臨時議員提出資料『賃金・雇用情努についてJ(平成27年4月16日経済財政諮問会

議)より作成.
{注2)労働力調査では.2011年3月11日に発生した東日本大震災の髭響により，岩手県，宮媛県及び信島県において調査実施が一時困殺となった。ここに掲寂した.2011年の数値は補完的に推計した値

である。
{注3)f非正規の隙員・従業員」について.2'α)8年以前の数値は『パート・アルバイトJ.r労働者派遣事業所の派遣社員J.r契約社員・頓託』及び「その他Jの合計，2∞9年以降l;l.新たにこの項目を設けて

集計した数値を褐重宝している.
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雇用形態別の年齢別賃金水準と名目賃金の推移 9月3日説明資料

0 正規雇用労働者は、長期雇用を前提とした「年功賃金jにより、勤続年数に応じて賃金が上昇するのに対し、非正規雇用労働者は、年齢など

によらない賃金体系となっている。

0 名目賃金の推移を見ると、一般労働者は足下では上昇傾向にあるが、中期的にはやや下落傾向である一方、パートタイム労働は上昇傾向。

le正規非正規雇用者の年齢別賃金水準 l 
(子円)

7，000 6，724 正規雇用労働者

(正社員・正職員)

6，000 / 
5，000 

4，000 

3，000 

2，183 

非正規雇用労働者
1，000 (正社員・正膿員以外)

。
〆サ yyyyyyy〆bbyd{象}

ず

{出所)厚生労働省『賃金徳造基本統計調査(全国)J(平成26年}

{注)賃金lま、男性の『所定内給与額JIこ12を乗じて『年間賞与その他特別給与額』

を加えたもの.
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(出所)厚生労働省「毎月勤労統計』、厚生労働省『賃金繍造基本統計調査」
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(注1)1ヶ月の現金給与総額{きまって支給する給与と特別に支払われた給与)の指数に原数値を働けて12倍したものの推移。

{注2)各年6月にきまって支給する現金給与額を12倍したものと年間賞与その他特別給与績の合計績の錐移.

{注3)1ヶ月の所定肉給与総額を1ヶ月の所定内労働時間数で割ったものの推移.

(注4)毎月勤労統計淘査では、雇用形態別(一般労働者・パートタイム労働者)の季節調聾系列の月次データが公表されていな

いため、前年同月比の推移を掲鍛.




